
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
北海道 日高町
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（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況
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日高町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
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類似団体内順位

39/52
全国市町村平均

7.46
北海道市町村平均

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

25 13

5.71

10.4511.2011.12
10.00

14.08
14.5414.3514.59

北海道市町村平均

14.1
40.0

H20H19H18H17H16

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

分析欄

財政力指数：長引く景気低迷による個人・法人関係の減収から０．０1と類似団体平均を下

回っております。今後については退職不補充等による職員数の削減（集中改革プランで示

すとおり平成17年度から平成22年度までは▲5.2%）を目標にし、税収の徴収率を向上させ

歳入確保に努める。

経常収支比率：公債費及び補助費等の増加により４．２ポイント類似団体を上回っている。

公債費の削減については、今後、投資事業の削減と地方債の借換による利子償還額の削

減に努める。補助費等については、公営企業への補助金部分で経常的な部分が多いため、

独立採算性の原則に従い収入の確保に努めていく。

ラスパイレス指数：給与構造改革に伴う見直しは行ったが、グループ平均を１．５上回って

いる。

行政改革により各種手当の総点検を行っているが、今後もより一層の給与適正化に努め

る。

将来負担比率：公債費残高が多いためと財政調整基金等の基金残高が少ないため、類

似団体と比べて３０．４上回っている。今後については、地方債の借換による利子償還額

の削減に努め、公債費負担適正化計画以下の起債借入を基本にし、基金については歳

出削減に努め、基金残高を増加させる。

実質公債費比率：道路事業等普通建設事業や下水道事業を積極的に進めてきた結果、

実質公債費比率が３．８ポイント類似団体を上回っている。今後については、公債費負担

適正化計画以下の起債の借入を基本とし、地方債の借換により財政の健全化を図る。

数 合併 類似 体 を 今後 定年

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体と比較して３９，５５９円上回っている。

理由としては合併して間もないため、人件費が多くなっている。今後は集中改革プランのと

おり人件費を削減していく。

人口1,000人当たり職員数：合併により類似団体平均を３．６３上回っている。今後の定年

退職者の補充率を２割とし、合併後１０年間で約２４％の職員数削減を目指す。
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